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四四日日市市市市特特定定事事業業主主行行動動計計画画  

 

１．女性活躍推進法とその基本原則 

  近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性

と能力を十分に発揮して職業生活において活躍することが一層重要となってい

ます。こうした状況を背景として、男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第

７８号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的

に推進し、男女の人権が尊重され、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様

化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力のある社会を実現する

こととを目的として、平成２７年９月に「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）」が制

定されました。 

  この法律においては、女性の職業生活における活躍の推進について基本原則を

定め、国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及

び事業主の行動計画の策定、支援措置等について定められています。 

 【基本原則】 

・ 女性に対する採用・昇格等の機会の積極的な提供とその活用、性別によ 

る固定的役割分担等を反映した職場慣行が及ぼす影響に配慮し、併せて、 

女性の健康上の特性に留意して、その個性と能力が十分に発揮できるよ 

うにする。 

・ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備により、職 

業生活と家庭環境との円滑かつ継続的な両立を可能にする。 

・ 女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思を尊重する。 
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２．行動計画の策定 

  女性活躍推進法第１９条において、国及び地方公共団体等は特定事業主として

位置付けられ、女性の職業生活における活躍の推進に関する取り組みである「特

定事業主行動計画」を策定するよう義務付けられています。 

  四日市市ではこの計画策定に当たり、国が示した事業主行動計画策定指針に基

づいて女性の活躍に関する各種状況の把握・分析を行いました。その結果を踏ま

え、特定事業主として女性の職業生活における活躍の推進に関する取り組みを総

合的かつ効果的に実施することができるよう「四日市市特定事業主行動計画」を

策定し、公表します。 

 

 なお、本計画においては、女性職員の活躍の推進に向けた２つの数値目標を定

めるとともに、以下の５つの取り組みを行います。 

    （１）女性職員の採用に関する取り組み 

   （２）女性職員の登用に関する取り組み 

   （３）女性の職域拡大に関する取り組み 

   （４）子育て等をしながら活躍できる職場環境の整備に関する取り 

組み 

   （５）男女双方の働き方の改革に関する取り組み 
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３．計画期間 

  新たに令和８年４月１日から令和１８年３月３１日までの１０年間を計画期

間とし、令和８年度から令和１２年度を第３期、令和１３年度から令和１７年度

を第４期とします。 

 

 

４．計画の推進体制 

（１） 各部局における人事担当者等を計画推進の担当と位置づけ、女性の職業

生活における活躍の効果的な推進を図ります。 

（２） 女性の活躍推進に関して、職員に対する研修・講習・情報提供等を実施

し、行動計画の内容を周知徹底します。 

（３） 本計画の実施状況については、各年度ごとに女性職員の活躍に関する状

況把握等を行い、その後の対策の実施や計画の見直し等を図ります。 
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５．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

  法第１９条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基

づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号。

以下「内閣府令」という。）第２条に基づき、女性職員の職業生活における活躍

に関する状況を把握し、改善すべき事業について分析を行いました。当該課題分

析の結果を踏まえ、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定しま

す。 

 

○ 女性職員の登用に関する数値目標 

項目 
現在の状況 

（令和７年 4 月 1 日時点） 

目標値 

（令和 12年 4月 1日時点） 

管理職に占める 

女性職員の割合 
１８．８％ ２５％ 

      ※管理職・・・部長級・次長級・課長級の正職員 

 

○ 子育て等をしながら活躍できる職場環境の整備に関する数値目標 

項目 
現在の状況 

（令和 7 年度実績） 

目標値 

（令和 12 年度実績） 

男性職員の育児 

休業等の取得率 
８９．５％ １００％ 

      ※育児休業等・・・部分休業・出産補助休暇・育児参加休暇を含む 
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６．女性職員の活躍の推進のための取り組み 

  ５で掲げた数値目標を達成し、また女性職員の活躍を推進するため、次に掲げ

る５つの取り組みを実施します。 

 

（１）女性職員の採用に関する取り組み 

管理職への登用も含めて、男女がともに責任を担いながら政策決定、

意思決定を行うためには、職場全体における職員の男女比率が重要とな

ります。そのため、新たに職員を採用する際にも、両性の様々な意思が

反映できる構成を目指すべきです。 

現在では全職員に占める女性職員の割合、新規採用職員に占める女性

職員の割合ともに 5 割程度と、一定程度の女性職員が確保されている状

況であると言えます。 

 

    【参考１：全職員に対する女性職員の割合】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

全職員に占める

女性職員の割合 
４８．８％ ４９．５％ ５０．５％ 

※各年度：4 月 1 日現在の状況 
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    【参考２：新規採用職員に対する女性職員の割合】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

新規採用職員に

対する女性職員

の割合 

６６．７％ ６５．３％ ６１．７％ 

※各年度：4 月 2 日から翌年の 4 月 1 日の間の採用状況 

 

引き続き女性職員の一定程度の確保を図るため、職員募集の際に、女

性職員の声の紹介などを通じ、女性が活躍できる職場であることを広報

することで、職員採用試験における女性の受験者の増加を図り、女性の

新規採用者の確保に繋げていきます。 
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（２）女性職員の登用に関する取り組み 

さまざまな分野における政策・方針決定に、男女双方の多様な意思が

公平・公正に反映されるためには、指導的地位に占める女性の割合を増

加させる必要があります。こうした男女共同参画の観点も踏まえ、管理

職に占める女性職員の割合について数値目標を定め、女性職員の積極的

な登用を図ります。 

 

    【参考３：管理職に占める女性職員の割合】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

管理職に占める

女性職員の割合 
１９．６％ １８．６％ １８．８％ 

※各年度：4 月 1 日現在の状況 

 

    【参考４：管理職に占める女性職員の割合（内訳）】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

部長級職員に占

める女性職員の

割合 

１３．０％ １２．２％ １１．３％ 

次長級職員に占

める女性職員の

割合 

１０．８％ ９．７％ １２．５％ 

課長級職員に占

める女性職員の

割合 

２３．６％ ２２．６％ ２２．６％ 

※各年度：4 月 1 日現在の状況



- 8 - 

 

また、女性管理職の割合の増加へと繋げるため、その前段階となる課

長補佐級・係長級についても積極的な登用を図るとともに、各役職段階

の女性職員を一定程度確保することを念頭においた人材育成等を行いま

す。 

 

    【参考５：課長補佐級・係長級職員に占める女性職員の割合】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

課長補佐級職員

に占める女性職

員の割合 

３５．９％ ３６．３％ ３５．４％ 

係長級職員に占

める女性職員の

割合 

４５．３％ ４５．２％ ４４．３％ 

※各年度：4 月 1 日現在の状況 
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（３）女性の職域拡大に関する取り組み 

女性職員の活躍に関しては、特定の職域にとどまらず、様々な分野に

おける活躍を推進する必要があります。そのため、女性職員が幅広い職

務経験を持てるような配置等を実施し、女性職員の職域拡大を図ります。 

 

   【参考６：女性職員（正職員）がいない職場の数】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

女性職員がいな

い職場の数 

15/132 所属 

（11.4％） 

16/134 所属 

（11.9％） 

17/137 所属 

（12.4％） 

※5 人未満の所属は除く 

※病院は診療部・看護部・医療技術部・事務局に分類 
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（４）子育て等をしながら活躍できる職場環境の整備に関する取り組み 

女性が職業生活において活躍するためには、子育て等をしながら活躍

できる職場環境の整備が必要となります。そこで、職場全体の環境を整

備するとともに、女性職員だけでなく、男性職員に対しても子育てへの

参画を推進するために、男性職員の育児休業等の取得率についての数値

目標を定めることとします。 

 

また目標達成のため、育児休業等に関する制度の周知を図るとともに、

該当する男性職員に対して所属長から制度の説明等を行うなど、男性職

員の子育てへの参画の推進を行います。 

 

    【参考７：女性職員の育児休業等の取得状況】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

育児休業取得者

数 
１００人 ８５人 １１５人 

部分休業取得者

数 
３１人 ５７人 ５９人 

育児休業取得率 １００％ １００％ １００％ 

※各年度：新規に取得した職員数（参考８・９も同様） 
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    【参考８：男性職員の育児休業等の取得状況】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

男性職員の育児

休業等取得率 
８４．９％ ８５．５％ ８９．５％ 

※育児休業取得率：育児休業・部分休業・出産補助休暇・育児参 

加休暇のいずれかを取得した割合 

 

    【参考９：男性職員の育児休業等の取得状況（内訳）】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

育児休業取得者

数 
６７人 ５１人 ９１人 

部分休業取得者

数 
４人 ２人 ７人 

出産補助休暇取

得者数 
５６人 ５１人 ６９人 

育児参加休暇取

得者数 
５１人 ４６人 ５６人 

※出産補助休暇・・・男性職員の配偶者が出産する場合 

出産のための入院日から出産後 14 日以内の期

間で 2 日以内 

 

   ※育児参加休暇・・・男性職員の配偶者が出産する場合 

出産予定日の6週間前から出産の日後8週間ま

での期間で 5 日以内 
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（５）男女双方の働き方の改革に関する取り組み 

 （ア）時間外勤務の縮減 

女性職員が活躍できる環境を作るためには、男女双方の職員の働き方

改革によるワーク・ライフ・バランスの実現が必要です。 

なかでも長時間勤務は、女性職員の活躍の大きな障害となるだけでな

く、男性職員の家事・育児等の分担を困難にし、配偶者である女性の活

躍の障害ともなるものです。職員の健康管理面、業務遂行の効率性や財

政面からも、時間外勤務の適正な管理が必要です。 

 

    【参考１０：時間外勤務の状況】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

時間外勤務が月

平均 30 時間以

上の所属数 

２８所属 ２３所属 ２５所属 

時間外勤務実績 

（月平均） 
１９．３時間 １８．３時間 １７．０時間 

 

①  一斉定時退庁日の実施 

時間外勤務の縮減を図るため、毎週水曜日のノー残業デイ、毎月第四

金曜日において、館内放送等を行うことで注意喚起を図るとともに、安

全衛生委員会による巡回指導を適宜行うことで、実施の徹底を図ります。 
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 ② 時間外勤務適正化の推進 

全職員が、時間外勤務計画表を策定し、この計画表に基づき本人や所

属長に時間外勤務の状況を把握してもらうとともに、随時人事担当課が

状況を確認し、所属長への指導を行います。 

長時間残業を行った職員のうち希望者に対しては、産業医による面接

保健相談を実施します。 

休日勤務については、可能な限り振替休の取得を進めます。 

 

 （イ）休暇の取得の促進 

ワーク・ライフ・バランスの実現のためには、年次有給休暇をはじめ

とした休暇の取得を促進することも必要です。 

 

 ① 年次休暇等の取得の促進 

各所属において、計画的な年次休暇・夏期特別休暇の取得促進を図る

とともに、安心して職員が年次休暇等を取得できるように、業務計画等

の周知及び事務処理の相互応援ができるような職場の整備を進めます。 

また、ゴールデンウィーク期間や夏期休暇期間等に会議等を自粛する

など、連続休暇の取得や家庭、学校及び地域の行事の参加等のための休

暇取得の促進を図ります。 
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    【参考１１：年次休暇の取得状況】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

年休取得日数 

（年間平均） 
１５．４日 １５．３日 １５．５日 

 

 ② 子の看護等のための特別休暇の取得促進 

子の看護のための特別休暇を活用して、突発的な病気の際には確実に

取得できるよう、職場全体で支援する環境を整備します。 

 

    【参考１２：子の看護等のための特別休暇の取得状況】 

項目 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

子の看護等休暇

の取得人数 
２０６人 ２２１人 ３６５人 

※子の看護休暇・・・中学校就学以前の子を看護する場合 

年度に５日以内（子が２人以上の場合は１０日

以内） 

   ※令和 7 年度の制度改正・・・ 

（１）対象となる子の範囲を拡大（小学校就学前⇒中学校就学前） 

（２）取得事由を拡大（感染症に伴う学級閉鎖等・入学式等を追加） 
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６．その他 

次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）の規定に基づいて、

本市では、職員が仕事と子育ての両立を図り、職員のニーズに即した次世代育成

支援対策を計画的かつ着実に推進するための、特定事業主行動計画が定められて

います。２つの行動計画において、男性職員の子育て参画の推進や時間外勤務の

縮減等といった共通する目標を掲げており、女性活躍と次世代育成支援の両面か

ら取り組みを進めていきます。 

なお、次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の現在の計画期間は、令和

７年４月１日から令和１７年３月３１日の１０年間となっています。 



目標（令和12年度） R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1 R7.4.1 R8.4.1

25.0% 20.7% 19.6% 19.1% 18.8% 19.6%

目標（令和12年度） R3 R4 R5 R6 R7

男性 100.0% 83.8% 85.4% 84.9% 85.5% 89.5%

女性 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

※育児休業等の取得率　：　その年度に取得開始した職員数　/　その年度に取得可能となった職員数

-
 
1
6
 
-

実施状況

育児休業等の取得率
（男性は、部分休
業・出産補助休暇・
育児参加休暇等を含
む）

項目

管理職に占める女性職員の割合

項目


